
 

 

 

特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律に基づく指導について 

 

令和７年３月２８日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

公正取引委員会は、特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令和

５年法律第２５号。以下「フリーランス・事業者間取引適正化等法」という。）

の施行後、同法に違反する疑いのある行為を行っている事業者やその業種に関

する情報収集を積極的に行っている。 

 

公正取引委員会は、これまでに得た情報を踏まえ、フリーランスとの取引が多

い業種であるゲームソフトウェア業、アニメーション制作業、リラクゼーション

業及びフィットネスクラブの事業者について集中的に調査を行った結果、フリ

ーランス・事業者間取引適正化等法第２２条の規定に基づき、４５名の事業者に

対して、契約書や発注書の記載、発注方法、支払期日の定め方等の是正を求める

指導を行った。 

指導の対象となった主な事例は別紙のとおりである。 

  

公正取引委員会は、今後もフリーランス・事業者間取引適正化等法に違反する

疑いのある行為を行っている事業者やその業種について、積極的に情報収集を

行い、違反があった場合には、迅速かつ適切に対処する。 

 

また、公正取引委員会では、中小企業庁及び厚生労働省と共同で、フリーラン

ス・事業者間取引適正化等法に違反する行為を受けたフリーランスからの申出

を受け付けるオンライン窓口を設置している。引き続き、フリーランスからの積

極的な申出を促すために、申出窓口の周知広報を行っていくこととしている。 

 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局 経済取引局 取引部 

       フリーランス取引適正化室 

       電話 ０３－３５８１－５４７９（直通）  

ホームページ https://www.jftc.go.jp 

フリーランス・事業者間取引適正化等法の違反被疑事実についての申出窓口 

 

https://www.jftc.go.jp/soudan/shinkoku/freelance.html 
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別紙 指導の対象となった主な事例 

 

○ ゲームソフトウェア業を営むＡ社は、特許関連の業務を特定受託事業者に

委託しているが、業務委託をした場合に直ちに明示が必要な事項のうち、給付

を受領する期日を明示していなかった。 

 

○ ゲームソフトウェア業を営むＢ社は、オンラインゲームのイラスト制作を

特定受託事業者に委託しているが、既に給付を受領していたにもかかわらず、

給付を受領する期日及び報酬の額を明示していなかった。 

 

○ ゲームソフトウェア業を営むＣ社は、ゲームソフトに関する企画制作を特

定受託事業者に委託しているが、業務委託をした場合に直ちに明示が必要な

事項のうち、報酬の支払期日を明示していなかった。 

 

○ ゲームソフトウェア業を営むＤ社は、ゲームイラストやテキスト等の制作

を特定受託事業者に委託しているが、特定受託事業者が請求書を提出した日

を基準に支払期日を設定しており、給付を受領した日から６０日以内に報酬

を支払わない場合、期日までの報酬支払義務違反となるおそれがあった。 

 

○ ゲームソフトウェア業を営むＥ社は、同社が取り扱うゲームに関する漫画

制作を特定受託事業者に委託しているが、検収日を基準に支払期日を設定し

ており、給付を受領した日から６０日以内に報酬を支払わない場合、期日まで

の報酬支払義務違反となるおそれがあった。 

 

○ アニメーション制作業を営むＦ社は、アニメーション作品の制作業務の全

部又は原画の作成、音響演出等の業務を特定受託事業者に委託しているが、業

務委託をした場合に直ちに明示が必要な事項のうち、検査完了日並びに報酬

の額及び支払期日を明示していなかった。 

 

○ リラクゼーション業を営むＧ社は、整体施術の業務を特定受託事業者に委

託しているが、業務委託をした場合に直ちに明示が必要な事項のうち、役務の

提供を受ける期日及び場所を明示していなかった。また、報酬の支払期日を

「翌月１０日まで」と記載しており具体的な期日を特定していなかった。 

 

○ フィットネスクラブを営むＨ社は、パーソナルトレーニング業務を特定受

託事業者に委託しているが、業務委託をした場合に直ちに明示が必要な事項
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のうち、報酬の支払期日を明示していなかった。また、個々の業務委託の発注

時において、共通事項（基本契約書）との関連性（参照元）を明示していなか

った。 

 

○ フィットネスクラブを営むＩ社は、グループレッスン業務を特定受託事業

者に委託しているが、業務委託が開始された後に取引条件の明示を行ってお

り、業務委託をした場合の明示を直ちに行っていなかった。 

 

○ フィットネスクラブを営むＪ社は、インストラクター業務を特定受託事業

者に委託しているが、業務委託をした場合に直ちに明示が必要な事項のうち、

役務の提供を受ける期日及び場所を明示していなかった。また、報酬の支払期

日を「翌月末日まで」と記載しており具体的な期日を特定しておらず、かつ、

特定受託事業者からの請求書の提出が遅れた場合に報酬の支払が遅れる旨の

定めをしており、給付を受領した日から６０日以内に報酬を支払わない場合、

期日までの報酬支払義務違反となるおそれがあった。 

 

○ フィットネスクラブを営むＫ社は、ＳＮＳの動画等の投稿業務を特定受託

事業者に委託しているが、報酬の支払期日を「請求書受領月の翌月末日」と設

定しており、給付を受領した日から６０日以内に報酬を支払わない場合、期日

までの報酬支払義務違反となるおそれがあった。 
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参考 参照条文 

 

○ 特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令和五年法律第二十

五号）（抄） 

 

 （特定受託事業者の給付の内容その他の事項の明示等） 

第三条 業務委託事業者は、特定受託事業者に対し業務委託をした場合は、直ち

に、公正取引委員会規則で定めるところにより、特定受託事業者の給付の内容、

報酬の額、支払期日その他の事項を、書面又は電磁的方法（電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって公正取引委

員会規則で定めるものをいう。以下この条において同じ。）により特定受託事

業者に対し明示しなければならない。ただし、これらの事項のうちその内容が

定められないことにつき正当な理由があるものについては、その明示を要し

ないものとし、この場合には、業務委託事業者は、当該事項の内容が定められ

た後直ちに、当該事項を書面又は電磁的方法により特定受託事業者に対し明

示しなければならない。 

２ （略） 

 

 （報酬の支払期日等） 

第四条 特定業務委託事業者が特定受託事業者に対し業務委託をした場合にお

ける報酬の支払期日は、当該特定業務委託事業者が特定受託事業者の給付の

内容について検査をするかどうかを問わず、当該特定業務委託事業者が特定

受託事業者の給付を受領した日（第二条第三項第二号に該当する業務委託を

した場合にあっては、特定受託事業者から当該役務の提供を受けた日。次項に

おいて同じ。）から起算して六十日の期間内において、かつ、できる限り短い

期間内において、定められなければならない。 

２ 前項の場合において、報酬の支払期日が定められなかったときは特定業務

委託事業者が特定受託事業者の給付を受領した日が、同項の規定に違反して

報酬の支払期日が定められたときは特定業務委託事業者が特定受託事業者の

給付を受領した日から起算して六十日を経過する日が、それぞれ報酬の支払

期日と定められたものとみなす。 

３・４ （略） 

５ 特定業務委託事業者は、第一項若しくは第三項の規定により定められた支

払期日又は第二項若しくは前項の支払期日までに報酬を支払わなければなら

ない。ただし、特定受託事業者の責めに帰すべき事由により支払うことができ
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なかったときは、当該事由が消滅した日から起算して六十日（第三項の場合に

あっては、三十日）以内に報酬を支払わなければならない。 

６ （略） 

 

 （指導及び助言） 

第二十二条 公正取引委員会及び中小企業庁長官並びに厚生労働大臣は、この

法律の施行に関し必要があると認めるときは、業務委託事業者に対し、指導及

び助言をすることができる。 

 

○ 公正取引委員会関係特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律施

行規則（令和六年公正取引委員会規則第三号）（抄） 

 

 （法第三条第一項の明示） 

第一条 業務委託事業者は、特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法

律（以下「法」という。）第三条第一項に規定する明示（以下単に「明示」と

いう。）をするときは、次に掲げる事項を記載した書面の交付又は当該事項の

電磁的方法による提供により、示さなければならない。 

一 業務委託事業者及び特定受託事業者の商号、氏名若しくは名称又は事業者

別に付された番号、記号その他の符号であって業務委託事業者及び特定受託

事業者を識別できるもの 

二 業務委託（法第二条第三項に規定する業務委託をいう。以下同じ。）をし

た日 

三 特定受託事業者の給付（法第二条第三項第二号の業務委託の場合は、提供

される役務。第六号において同じ。）の内容 

四 特定受託事業者の給付を受領し、又は役務の提供を受ける期日（期間を定

めるものにあっては、当該期間） 

五 特定受託事業者の給付を受領し、又は役務の提供を受ける場所 

六 特定受託事業者の給付の内容について検査をする場合は、その検査を完了

する期日 

七 報酬の額及び支払期日 

八 報酬の全部又は一部の支払につき手形を交付する場合は、その手形の金額

及び満期 

九 報酬の全部又は一部の支払につき、業務委託事業者、特定受託事業者及び

金融機関の間の約定に基づき、特定受託事業者が債権譲渡担保方式（特定受

託事業者が、報酬の額に相当する報酬債権を担保として、金融機関から当該

報酬の額に相当する金銭の貸付けを受ける方式）又はファクタリング方式
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（特定受託事業者が、報酬の額に相当する報酬債権を金融機関に譲渡するこ

とにより、当該金融機関から当該報酬の額に相当する金銭の支払を受ける方

式）若しくは併存的債務引受方式（特定受託事業者が、報酬の額に相当する

報酬債務を業務委託事業者と共に負った金融機関から、当該報酬の額に相当

する金銭の支払を受ける方式）により金融機関から当該報酬の額に相当する

金銭の貸付け又は支払を受けることができることとする場合は、次に掲げる

事項 

イ 当該金融機関の名称 

ロ 当該金融機関から貸付け又は支払を受けることができることとする額 

ハ 当該報酬債権又は当該報酬債務の額に相当する金銭を当該金融機関に

支払う期日 

十 報酬の全部又は一部の支払につき、業務委託事業者及び特定受託事業者が

電子記録債権（電子記録債権法（平成十九年法律第百二号）第二条第一項に

規定する電子記録債権をいう。以下同じ。）の発生記録（電子記録債権法第

十五条に規定する発生記録をいう。）をし又は譲渡記録（電子記録債権法第

十七条に規定する譲渡記録をいう。）をする場合は、次に掲げる事項 

イ 当該電子記録債権の額 

ロ 電子記録債権法第十六条第一項第二号に規定する当該電子記録債権の

支払期日 

十一 報酬の全部又は一部の支払につき、業務委託事業者が、資金決済に関す

る法律（平成二十一年法律第五十九号）第三十六条の二第一項に規定する第

一種資金移動業を営む同法第二条第三項に規定する資金移動業者（以下単に

「資金移動業者」という。）の第一種資金移動業に係る口座、同法第三十六

条の二第二項に規定する第二種資金移動業を営む資金移動業者の第二種資

金移動業に係る口座又は同条第三項に規定する第三種資金移動業を営む資

金移動業者の第三種資金移動業に係る口座への資金移動を行う場合は、次に

掲げる事項 

イ 当該資金移動業者の名称 

ロ 当該資金移動に係る額 

２～５ （略） 

 

 （共通事項） 

第三条 第一条に規定する事項が一定期間における業務委託について共通であ

るものとして、あらかじめ、書面の交付又は前条に規定する電磁的方法による

提供により示されたときは、当該事項については、その期間内における業務委
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託に係る明示は、あらかじめ示されたところによる旨を明らかにすることを

もって足りる。 


